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議案第１号 

   令和７年度新潟市一般会計予算 

 令和７年度新潟市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４２６，７００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３５，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 市税 139,815,803

 1 市民税 68,072,150

 2 固定資産税 50,765,361

 3 軽自動車税 2,665,181

 4 市たばこ税 5,174,192

 5 鉱産税 86,370

 6 入湯税 29,911

 7 事業所税 4,706,997

 8 都市計画税 8,315,641

 2 地方譲与税 3,220,632

 1 地方揮発油譲与税 1,157,334

 2 自動車重量譲与税 1,846,575

 3 特別とん譲与税 38,597

 4 航空機燃料譲与税 23,944

 5 石油ガス譲与税 43,182

 6 森林環境譲与税 111,000

 3 利子割交付金 32,833

 1 利子割交付金 32,833

 4 配当割交付金 691,817

 1 配当割交付金 691,817

 5 株式等譲渡所得割交付金 612,293

 1 株式等譲渡所得割交付金 612,293

 6 分離課税所得割交付金 114,742

金 額
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款 項

 1 分離課税所得割交付金 114,742

 7 法人事業税交付金 1,970,765

 1 法人事業税交付金 1,970,765

 8 地方消費税交付金 21,654,380

 1 地方消費税交付金 21,654,380

 9 ゴルフ場利用税交付金 19,168

 1 ゴルフ場利用税交付金 19,168

10 環境性能割交付金 621,335

 1 環境性能割交付金 621,335

11 軽油引取税交付金 4,936,658

 1 軽油引取税交付金 4,936,658

12 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

7,811

 1 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

7,811

13 地方特例交付金 1,085,000

 1 地方特例交付金 1,050,000

 2 新型コロナウイルス感染症対策地
方税減収補填特別交付金

35,000

14 地方交付税 84,914,000

 1 地方交付税 84,914,000

15 交通安全対策特別交付金 224,711

 1 交通安全対策特別交付金 224,711

16 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,274

 1 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,274

17 分担金及び負担金 681,720

 1 分担金 156,656

 2 負担金 525,064

18 使用料及び手数料 7,634,316

金 額
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款 項

 1 使用料 5,081,667

 2 手数料 2,552,649

19 国庫支出金 79,681,156

 1 国庫負担金 59,771,708

 2 国庫補助金 19,588,263

 3 委託金 321,185

20 県支出金 23,281,663

 1 県負担金 15,310,921

 2 県補助金 5,932,731

 3 委託金 2,008,011

 4 県貸付金 30,000

21 財産収入 5,168,803

 1 財産運用収入 227,908

 2 財産売払収入 4,940,895

22 寄附金 1,836,000

 1 寄附金 1,836,000

23 繰入金 410,913

 1 他会計繰入金 320,754

 2 基金繰入金 90,159

24 繰越金 1

 1 繰越金 1

25 諸収入 15,590,906

 1 延滞金・加算金及び過料 193,274

 2 貸付金元利収入 12,578,215

 3 受託事業収入 95,796

 4 収益事業収入 1,244,037

金 額
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款 項

 5 雑入 1,479,584

26 市債 32,432,300

 1 市債 32,432,300

426,700,000

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 議会費 1,027,329

 1 議会費 1,027,329

 2 総務費 47,157,392

 1 総務管理費 42,086,184

 2 徴税費 2,906,790

 3 戸籍住民基本台帳費 984,694

 4 選挙費 408,321

 5 統計調査費 474,793

 6 人事委員会費 117,468

 7 監査委員費 179,142

 3 民生費 141,677,540

 1 社会福祉費 13,255,503

 2 児童福祉費 53,449,648

 3 障がい福祉費 27,353,019

 4 生活保護費 17,909,779

 5 老人福祉費 27,843,794

 6 国民年金費 36,606

 7 災害救助費 1,829,191

 4 衛生費 30,711,801

 1 保健衛生費 17,933,707

 2 清掃費 12,778,094

 5 労働費 683,965

 1 労働諸費 683,965

金 額

-6-



款 項

 6 農林水産業費 6,002,327

 1 農業費 2,784,726

 2 農地費 2,815,108

 3 水産業費 402,493

 7 商工費 11,400,754

 1 商業費 9,171,301

 2 工業費 2,229,453

 8 土木費 60,849,233

 1 土木管理費 817

 2 道路橋りょう費 26,662,665

 3 港湾空港費 479,252

 4 都市計画費 24,310,474

 5 公園緑地費 2,827,458

 6 都市排水応急対策費 673,218

 7 建築費 4,213,015

 8 住宅費 1,682,334

 9 消防費 11,315,498

 1 消防費 11,315,498

10 教育費 60,523,589

 1 教育総務費 6,969,752

 2 小学校費 24,825,582

 3 中学校費 14,775,305

 4 高等学校費 1,390,421

 5 幼稚園費 367,131

 6 特別支援学校費 1,603,755

 7 生涯学習費 2,950,946

金 額
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款 項

 8 保健給食費 7,640,697

11 災害復旧費 1,938,170

 1 公共土木施設災害復旧費 1,650,000

 2 その他施設災害復旧費 288,170

12 公債費 48,514,563

 1 公債費 48,514,563

13 諸支出金 4,797,839

 1 普通財産取得費 100,000

 2 開発公社費 4,697,839

14 予備費 100,000

 1 予備費 100,000

426,700,000

金 額

歳 出 合 計
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第２表　繰越明許費

（単位  千円）

10 教育費 1　教育総務費 通学車両整備事業 33,602

    

款 項 事 業 名 金 額
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第３表　債務負担行為

（単位  千円）

市役所旧分館解体事業 令和 8年度 210,600 

西蒲区役所新庁舎整備事業 令和 8年度 60,100 

水がつなぐ各地域の歴史・文化の魅力 令和 8年度 4,500 

発信事業

市民税関係帳票等作成事業 令和 8年度から 229,000 

令和12年度まで

固定資産税関係帳票等作成事業 令和 8年度から 134,000 

令和11年度まで

市民税オンラインシステム経費 令和 8年度から 120,000 

令和12年度まで

地方税電子申告システム経費 令和 8年度から 74,800 

令和12年度まで

新潟市障がい者住宅整備資金融資損失 資金を貸付けた 約定償還期限到来後１年を経過して、なお元利金（遅延利子を含む

補償（令和７年度） 日から約定償還 。以下同じ。）が回収されなかった場合に当該未回収の元利金を限

期限到来後２年 度として融資機関に対して損失補償する。

を経過した日ま

で

新潟太陽福祉会障がい児入所施設建設 令和 8年度から 185,234 

資金償還金 令和36年度まで

食肉衛生検査所検査用機器更新・保守 令和 8年度から 19,800 

事業 令和13年度まで

巻斎場整備事業 令和 8年度 880,800 

新亀田清掃センター整備・運営事業 令和 8年度から 72,900,000 

令和31年度まで

新潟市国家戦略特別区域農業保証制度 令和 7年度から 新潟県信用保証協会が新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金の

資金損失補償（令和７年度） 令和24年度まで ための信用保証による代位弁済をした場合に、その損失を限度とし

て当該信用保証協会に対して損失補償する。

保安林等保護管理事業 令和 8年度 7,000 

地域環境保全林整備事業用地先行取得 令和 7年度から 230,000 

契約〔相手方　新潟市土地開発公社〕 令和 9年度まで

土地改良施設突発事故復旧事業資金償 令和 8年度から 949 

還金（亀田郷地区） 令和23年度まで

一般国道４０２号獅子ヶ鼻大橋架替事 令和 8年度 275,000 

業（令和７年度）

都市計画道路鳥屋野潟南部東西線等整 令和 8年度から 1,020,000 

備事業（令和７年度） 令和 9年度まで

都市計画道路新町・大久保線事業用地 令和 7年度から 75,800 

先行取得契約〔相手方　新潟市土地開 令和 9年度まで

発公社〕

都市計画道路秋葉程島線事業用地先行 令和 7年度から 153,400 

取得契約〔相手方　新潟市土地開発公 令和 9年度まで

社〕

事 項 期 間 限 度 額
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道路橋りょう維持補修事業（令和７年 令和 8年度 200,000 

度）

新潟駅西線道路整備事業用地取得及び 令和 8年度 800,000 

損失補償契約

第５４回全国消防救助技術大会等開催 令和 8年度 11,400 

事業

消防車両整備事業（令和７年度） 令和 8年度 161,000 

南消防署大規模改修事業 令和 8年度 516,000 

図書館情報システム再構築事業 令和 8年度 148,000 

坂井輪中学校改築事業 令和 8年度 162,000 

地方債の共同発行によって生ずる連帯 令和 7年度から 元金1,069,000,000千円及び当該額に対する利子相当額

債務（令和７年度） 令和17年度まで

地方債の共同発行によって生ずる連帯 令和 7年度から 元金129,000,000千円及び当該額に対する利子相当額

債務（グリーンボンド）（令和７年度 令和17年度まで

）

新潟市土地開発公社事業資金融資債務 令和 7年度から 新潟市土地開発公社が令和7年度に市長の承認する金融機関から事

保証 令和 8年度まで 業資金を借り入れる場合、総額4,700,000千円に約定利息を加えた

額を限度として公有地の拡大の推進に関する法律によりその債務を

保証するものとする。

事 項 期 間 限 度 額
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庁舎整備事業費 451,000 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

第４表　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

防災設備整備事業費 40,600 貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

コミュニティ施設整備事業費 76,000 又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

文化施設整備事業費 2,510,300 債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

体育施設整備事業費 104,700 発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

保育所整備事業費 111,900 （他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。ああああああ

ひまわりクラブ整備事業費 5,900 の地 を行った後においては

水道事業出資金 168,000 方公 、当該見直し後の利率

斎場整備事業費 527,100 共団 ）

環境保全施設整備事業費 2,200 体と

分煙施設整備事業費 14,000 の共

ごみ処理施設整備事業費 1,838,500 同発

農道整備事業費 12,900 行を

県営土地改良事業費負担金 243,200 含む

団体営土地改良事業費 97,600 。）

漁港整備事業費 123,000

観光施設整備事業費 29,400

商工施設整備事業費 7,000

道路橋りょう整備事業費 14,957,100

急傾斜地整備事業費 10,000

新潟空港整備事業費負担金 149,400

都市計画施設整備事業費 403,000

雨水排水対策事業費 430,000

街路事業費 2,191,400

公園緑地整備事業費 593,500

都市排水応急対策事業費 99,900

公共建築物保全適正化推進事業費 3,441,900

公営住宅整備事業費 425,300

消防施設整備事業費 1,053,200

小学校整備事業費 187,400

中学校整備事業費 155,000

高等学校整備事業費 3,100

幼稚園整備事業費 1,200

特別支援学校整備事業費 20,300

給食施設整備事業費 139,500

公共土木施設災害復旧事業費 1,650,000

その他施設災害復旧事業費 157,800
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議案第２号 

   令和７年度新潟市国民健康保険事業会計予算 

 令和７年度新潟市の国民健康保険事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６９，４４８，３０１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 第２款各項に計上した負担金補助及び交付金の予算額に過不足を生じた場合に

おけるその経費の各項の間の流用 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 国民健康保険料 11,984,680

 1 国民健康保険料 11,984,680

 2 国民健康保険税 1,956

 1 国民健康保険税 1,956

 3 使用料及び手数料 1

 1 手数料 1

 4 国庫支出金 1,043

 1 国庫補助金 1,043

 5 県支出金 50,832,726

 1 県補助金 50,832,726

 6 財産収入 3,772

 1 財産運用収入 3,772

 7 繰入金 6,521,401

 1 他会計繰入金 6,078,887

 2 基金繰入金 442,514

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 102,721

 1 延滞金・加算金及び過料 49,000

 2 雑入 53,721

69,448,301

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,505,144

 1 総務管理費 1,502,574

 2 徴収費 1,139

 3 運営協議会費 1,431

 2 保険給付費 50,275,736

 1 療養諸費 43,370,872

 2 高額療養費 6,740,865

 3 移送費 1

 4 出産育児諸費 107,048

 5 葬祭諸費 56,950

 3 国民健康保険事業費納付金 16,954,603

 1 医療給付費分 11,287,927

 2 後期高齢者支援金等分 4,306,115

 3 介護納付金分 1,360,561

 4 保健事業費 629,046

 1 保健事業費 65,354

 2 特定健康診査等事業費 563,692

 5 基金積立金 3,772

 1 基金積立金 3,772

 6 諸支出金 80,000

 1 償還金及び還付加算金 80,000

69,448,301

金 額

歳 出 合 計
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議案第３号 

令和７年度新潟市中央卸売市場事業会計予算 

 令和７年度新潟市の中央卸売市場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，１１８，１４８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表 地方債」による。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

-16-



　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場収入 427,849

 1 使用料 427,848

 2 手数料 1

 2 財産収入 123,160

 1 財産運用収入 123,160

 3 繰入金 359,026

 1 他会計繰入金 234,226

 2 基金繰入金 124,800

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 151,712

 1 雑入 151,712

 6 市債 56,400

 1 市債 56,400

1,118,148

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場費 628,172

 1 市場費 628,172

 2 公債費 291,091

 1 公債費 291,091

 3 基金積立金 198,585

 1 基金積立金 198,585

 4 予備費 300

 1 予備費 300

1,118,148

金 額

歳 出 合 計
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、当該見直し後の利率

）

について利率の見直し 債に借り換えることができる。

を行った後においては

債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

第２表　　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

中央卸売市場施設整備事業費 56,400 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に
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議案第４号 

令和７年度新潟市と畜場事業会計予算 

 令和７年度新潟市のと畜場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５３１，２３４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表 地方債」による。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 使用料及び手数料 123,606

 1 使用料 123,606

 2 財産収入 1,079

 1 財産運用収入 1,079

 3 繰入金 70,548

 1 他会計繰入金 70,548

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 80,000

 1 雑入 80,000

 6 市債 256,000

 1 市債 256,000

531,234

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 と畜場費 469,943

 1 と畜場費 469,943

 2 公債費 61,191

 1 公債費 61,191

 3 予備費 100

 1 予備費 100

531,234

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

食肉センター施設整備事業費 256,000 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

貸借 （ただし、利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により、毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 で、政府資金及び地方 だし、財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

について利率の見直し 債に借り換えることができる。

を行った後においては

、当該見直し後の利率

）
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議案第５号 

令和７年度新潟市土地取得事業会計予算 

令和７年度新潟市の土地取得事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，０８１，９４６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

 よる。 

 （地方債）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ 

 とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２ 

 表 地方債」による。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 財産収入 401,746

 1 財産売払収入 401,746

 2 市債 680,200

 1 市債 680,200

1,081,946

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 土地取得事業費 680,200

 1 事業費 680,200

 2 公債費 401,746

 1 公債費 401,746

1,081,946

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

公共用地先行取得事業費 680,200 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み５年以内に

貸借 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は により、毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 だし、財政の都合により据置期間中であって

発行 も繰上償還し、償還年限を短縮し、又は低利

債に借り換えることができる。
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議案第６号 

   令和７年度新潟市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計予算 

 令和７年度新潟市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５８９，３１８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 繰入金 12,552

 1 他会計繰入金 12,552

 2 繰越金 234,823

 1 繰越金 234,823

 3 諸収入 341,943

 1 貸付金元利収入 337,957

 2 雑入 3,986

589,318

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 467,360

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 467,360

 2 公債費 121,958

 1 公債費 121,958

589,318

金 額

歳 出 合 計
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議案第７号 

令和７年度新潟市介護保険事業会計予算 

 令和７年度新潟市の介護保険事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８７，３０６，９１９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 第２款各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の各項の

間の流用 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 介護保険料 18,103,287

 1 介護保険料 18,103,287

 2 使用料及び手数料 8,110

 1 手数料 8,110

 3 国庫支出金 20,011,260

 1 国庫負担金 14,764,839

 2 国庫補助金 5,246,421

 4 県支出金 12,347,634

 1 県負担金 11,924,462

 2 県補助金 423,172

 5 支払基金交付金 22,888,019

 1 支払基金交付金 22,888,019

 6 財産収入 960

 1 財産運用収入 960

 7 繰入金 13,947,104

 1 一般会計繰入金 12,994,235

 2 基金繰入金 952,869

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 544

 1 延滞金・加算金及び過料 1

 2 雑入 543

87,306,919

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,808,242

 1 総務管理費 1,107,252

 2 徴収費 173,063

 3 介護認定調査・審査会費 527,927

 2 保険給付費 82,120,931

 1 介護サービス等諸費 74,771,742

 2 介護予防サービス等諸費 2,350,487

 3 その他諸費 57,329

 4 高額介護サービス等費 1,992,216

 5 高額医療合算介護サービス等費 233,713

 6 特定入所者介護サービス等費 2,715,444

 3 地域支援事業費 3,110,444

 1 介護予防・生活支援サービス事業
費

2,553,549

 2 一般介護予防事業費 39,050

 3 包括的支援事業・任意事業費 509,320

 4 その他諸費 8,525

 4 基金積立金 960

 1 基金積立金 960

 5 諸支出金 266,342

 1 繰出金 266,342

87,306,919

金 額

歳 出 合 計
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議案第８号 

令和７年度新潟市公債管理事業会計予算 

 令和７年度新潟市の公債管理事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８０，０６２，６０１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 財産収入 72,266

 1 財産運用収入 72,266

 2 繰入金 56,622,735

 1 他会計繰入金 48,512,563

 2 基金繰入金 8,110,172

 3 市債 23,367,600

 1 市債 23,367,600

80,062,601

金 額

歳 入 合 計

-35-



    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 公債費 80,062,601

 1 公債費 80,062,601

80,062,601

金 額

歳 出 合 計
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議案第９号 

   令和７年度新潟市後期高齢者医療事業会計予算 

 令和７年度新潟市の後期高齢者医療事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，０３７，６４２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 後期高齢者医療保険料 9,154,854

 1 後期高齢者医療保険料 9,154,854

 2 国庫支出金 356

 1 国庫補助金 356

 3 繰入金 2,594,932

 1 他会計繰入金 2,594,932

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 287,499

 1 延滞金・加算金及び過料 897

 2 償還金及び還付加算金 23,373

 3 受託事業収入 247,326

 4 雑入 15,903

12,037,642

金 額

歳 入 合 計

-38-



    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 169,164

 1 総務管理費 169,164

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 11,436,700

 1 後期高齢者医療広域連合納付金 11,436,700

 3 保健事業費 408,404

 1 健康保持増進事業費 408,404

 4 諸支出金 23,374

 1 償還金及び還付加算金 23,374

12,037,642

金 額

歳 出 合 計
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議案第１０号 

   令和７年度新潟市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和７年度新潟市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 下水道への接続世帯数 ３１３，０００世帯 

 （２） 年間有収水量   ６８，９４９，０００㎥ 

                 １日平均有収水量 １８８，９００㎥ 

 （３） 主要な建設改良事業 

     管渠、ポンプ場及び処理場等整備事業  ２０，２７２，５３０千円 
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 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業

債利息３，７２０，４３１千円の財源に充てるため、企業債４８，２００千円を、特別

損失中災害復旧費２３２，５００千円の財源に充てるため、企業債２２３，８００千円

を借り入れる。 

    収  入                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 事業収益 ３２，５７８，９７１ 

 第１項 営業収益 ２２，４６２，３１９ 

 第２項 営業外収益 １０，１０７，９８５ 

 第３項 特別利益 ８，６６７ 

    支  出                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 事業費 ３１，６７３，５８５ 

 第１項 営業費用 ２７，７１８，３０１ 

 第２項 営業外費用 ３，７２０，４３１ 

 第３項 特別損失 ２３４，３５３ 

 第４項 予備費 ５００ 

 

 

 

 

 

 

 

-41-



 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１３，４８２，８０６千円は、当年度消費税及び地方消費税資

本的収支調整額５９１，６４７千円、当年度損益勘定留保資金等１２，８９１，１５９

千円で補填するものとする。）。 

    収  入                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 資本的収入 ３０，５１６，４１３ 

 第１項 企業債 ２１，１７５，８００ 

 第２項 国県補助金 ６，０５５，７１９ 

 第３項 他会計補助金 ３，２４５，４２２ 

 第４項 負担金 ３９，４７２ 

    支  出                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 資本的支出 ４３，９９９，２１９ 

 第１項 建設改良費 ２２，０１３，２４２ 

 第２項 企業債償還金 ２１，９８５，９７７ 
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 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

                                 （単位 千円） 

事    項 期   間 限 度 額 

鳥屋野排水区 

雨水バイパス管３～５下水道工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

８１２，０００ 

鳥屋野排水区 

雨水バイパス管１－１下水道工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

８２８，０００ 

鳥屋野排水区 

雨水バイパス管８下水道工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

１，５５５，０００ 

松浜第２排水区 

松浜雨水３号幹線下水道工事 

令和８年度 ４４５，０００ 

新潟市中央区他 

下水道管路施設維持管理業務委託（修繕） 

令和８年度から 

令和９年度まで 

９０，０００ 

新潟市中央区他 

下水道管路施設維持管理業務委託 

（維持管理） 

令和８年度から 

令和９年度まで 

１９５，０００ 

下所島ポンプ場受変電設備工事 令和８年度 ２４０，０００ 

下山ポンプ場 

Ｎｏ.３雨水ポンプ原動機整備工事 

令和８年度 ２２０，０００ 

下所島ポンプ場 

Ｎｏ.３汚水ポンプ設備工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

１８０，０００ 
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                                 （単位 千円） 

事    項 期   間 限 度 額 

下所島ポンプ場 

自家発電設備整備工事 

令和８年度 １５０，０００ 

松浜雨水ポンプ場 

調整池機械設備工事 

令和８年度 ２００，０００ 

松浜雨水ポンプ場 

調整池電気設備工事 

令和８年度 １２０，０００ 

松浜雨水ポンプ場 

吐口工実施設計業務委託 

令和８年度 ２５，０００ 

松浜ポンプ場 

Ｎｏ.１雨水ポンプ設備更新工事 

令和８年度 １００，０００ 

松浜ポンプ場 

Ｎｏ.１雨水ポンプ電気設備更新工事 

令和８年度 ５０，０００ 

松浜ポンプ場屋根改修工事 令和８年度 ５０，０００ 

坂井輪ポンプ場 

Ｎｏ.２～５汚水ポンプ設備工事 

令和８年度から 

令和１０年度まで 

２，５００，０００ 

坂井輪ポンプ場 

Ｎｏ.２～５汚水ポンプ電気設備工事 

令和８年度から 

令和１０年度まで 

１，６００，０００ 

真木野ポンプ場 

Ｎｏ.３雨水ポンプ原動機コントローラ 

取替工事 

令和８年度 １５０，０００ 
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                                 （単位 千円） 

事    項 期   間 限 度 額 

山の下排水区 

浸水対策ポンプ電気設備工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

２５０，０００ 

小新ポンプ場 

Ｎｏ.１～３ガスタービン 

制御ユニット盤更新工事 

令和８年度 ４００，０００ 

中部下水処理場 

水処理監視設備更新工事 

令和８年度から 

令和１０年度まで 

１，６４０，０００ 

中部下水処理場 

洗砂施設受変電設備工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

３００，０００ 

中部下水処理場 

Ｎｏ.３脱水機設備更新工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

１，２００，０００ 

白根中央浄化センター 

直流電源装置更新工事 

令和８年度から 

令和９年度まで 

２００，０００ 

公共下水道建設改良事業 令和８年度 １，５００，０００ 

公共下水道建設改良事業（災害復旧） 令和８年度 ３，８７５，０００ 

公共下水道維持管理事業 令和８年度 １００，０００ 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

                                 （単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 ２１，４４７，８００ 普通貸借又

は債券発行 

年５．０％以内

（ただし、利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で、政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率) 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より、毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし、

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し、償還年限

を短縮し、又は

低利債に借り換

えることができ

る。 
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 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１０，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

 （１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１） 職員給与費 １，４６５，２５２千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１５，

１７９，４４２千円である。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１１号  

令和７年度新潟市水道事業会計予算 

（総則）  

第１条 令和７年度新潟市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水戸数             ３４１，０００戸  

（２） 年間総配水量        ９２，７８０，０００㎥ 

１日平均配水量 ２５４，０００㎥ 

（３） 主要な建設改良事業 

基幹管路更新事業      ３，００５，２００千円 

基幹管路整備事業         ８６，９００千円 

配水支管更新事業      ２，２２３，３２０千円 

巻浄水場施設整備事業        ６，６００千円 

竹尾配水場施設整備事業       ５，５００千円 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 事業収益 ２０，９５８，７３２ 

第１項 営業収益 １９，５１７，４６２ 

第２項 営業外収益 １，４３１，９１１ 

第３項 特別利益 ９，３５９ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 事業費 １８，５７７，０９０ 

第１項 営業費用 １７，３８０，９４７ 

第２項 営業外費用 １，０２９，９３７ 

 第３項 特別損失 １６１，２０６ 

第４項 予備費 ５，０００ 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額６，９４６，３８５千円は、当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額６３９，５９６千円、当年度損益勘定留保資金５，９１０，２６５千円及

び建設改良積立金３９６，５２４千円で補填するものとする。）。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 資本的収入 ４，９２３，１０４ 

第１項 企業債 ３，４７９，０００ 

第２項 国庫補助金 ４５１，０８９ 

第３項 出資金 １６８，０００ 

第４項 固定資産売却代金  １ 

第５項 消火栓設置負担金  ７６，７６４  

第６項 補償金 ７４８，２５０ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 資本的支出 １１，８６９，４８９ 

第１項 建設改良費 ８，４３５，５１７ 

第２項 企業債償還金 ３，４０３，６９２ 

第３項 国庫補助金返還金  ３０，２８０  
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（継続費） 

第５条 阿賀野川取水塔水管橋補修事業、巻浄水場施設整備事業及び竹尾配水場施設整備

事業に係る継続費について、その総額及び年割額を次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額 

１

事

業

費

 

１

営

業

費

用 

阿賀野川取水塔

水管橋補修事業 

１，７３０，５２０ 令和７年度 ６７，３２０ 

令和８年度 ８４７，４４０ 

令和９年度 ４０２，６００ 

令和１０年度 ４１３，１６０ 

１

資

本

的

支

出 

１

建

設

改

良

費 

巻浄水場施設 

整備事業  

３，７９７，２００ 令和７年度 ６，６００ 

令和８年度 １，９３６，０００ 

令和９年度 １，２４１，９００ 

令和１０年度 ６１２，７００ 

竹尾配水場施設 

整備事業  

４，９６９，８００ 令和７年度 ５，５００ 

令和８年度 １，１１６，５００ 

令和９年度 ２，２９４，６００ 

令和１０年度 １，５５３，２００ 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

事    項  期   間 限  度  額  

水道管路施設情報ＧＩＳシステム更新業務 令和８年度から 

令和１０年度まで 

９１，０００ 

料金システム機器更新業務 令和８年度  １７６，０００ 

中部エリア浄配水施設整備基本設計業務 令和８年度 ９１，０００ 

阿賀野川浄水場施設整備実施設計業務 令和８年度 ９９，０００ 

送水管更新実施設計業務 令和８年度 ８０，０００ 

取水・浄水・配水施設修理工事 令和８年度 ８０５，０００ 

浄水・配水施設整備工事 令和８年度 ４２５，０００ 

阿賀用水路止水設備設置工事負担金 令和８年度 ２７，０００ 

送水・配水管布設工事 令和８年度 ２，５００，０００ 

配水管布設工事（災害復旧） 令和８年度 ３，５００，０００ 

浄水発生汚泥収集運搬・処分業務 令和８年度 １６１，０００ 

浄水用薬品購入経費 令和８年度 ２４４，０００ 

水道週間行事企画・運営業務 令和８年度 ８，０００ 

 

-52-



 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

基幹管路更新事

業 

１，９５８，０００ 普通貸借又

は債券発行 

年５．０％以内

（ただし、利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で、政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率） 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より、毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし、

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し、償還年限

を短縮し、又は

低利債に借り換

えることができ

る。 

配水支管更新事

業 

１，５２１，０００ 
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（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、４，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。 

（１） 職員給与費 ２，８１１，８８４千円 

（２） 交際費          ７０千円 

（たな卸資産購入限度額）  

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、２２８，０００千円と定める。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１２号  

令和７年度新潟市病院事業会計予算 

（総則）  

第１条 令和７年度新潟市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 病床数  

６７６床 一般病床 ６５２床 

精神病床  １６床 

感染症病床  ８床 

（２） 年間患者数 

 入院患者 ２０８，９００人 

 外来患者 ２４２，０００人  

（３） 主要な建設改良事業 

    院内照明ＬＥＤ化事業             １，０７０，０００千円 

コージェネレーション設備更新事業         ５１２，５００千円 

医療情報システム更新事業           ２，１４５，０００千円 

市民病院器械備品購入               ８２３，８００千円 
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 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院事業収益 ２８，８５０，７９６ 

第１項 医業収益 ２５，２２８，６７９ 

第２項 医業外収益 ３，６２２，１１７ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院事業費用 ３０，１８８，３６３ 

第１項 医業費用 ２９，７３２，０７１ 

第２項 医業外費用 ４４０，６０２ 

第３項 特別損失 １４，６９０  

第４項 予備費 １，０００ 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額７２０，６６１千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収

支調整額８，２４２千円及び過年度損益勘定留保資金７１２，４１９千円で補填するも

のとする。）。 

収  入                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院資本的収入 ５，５７５，８４６ 

第１項 企業債 ４，５７８，８００ 

第２項 負担金交付金 ９９７，０４６ 

支  出                      （単位 千円） 

科    目  金    額 

第１款 市民病院資本的支出 ６，２９６，５０７ 

第１項 建設改良費 ４，５９０，２７４ 

第２項 企業債償還金 １，７０６，２３３ 
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 （企業債）  

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

建設改良事業  ４，５７８，８００ 普通貸借又

は債券発行 

年５．０％以内 

（ただし、利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で、政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率） 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み３０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より、毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし、

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し、償還年限

を短縮し、又は

低利債に借り換

えることができ

る。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 医業費用、医業外費用及び特別損失に計上した経費のうち、次条に定める経費

以外の経費に係る予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の項の間の流用 

（２） 医業費用及び特別損失に計上した職員給与費に係る予算額に過不足を生じた場

合におけるその経費の項の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

（１） 職員給与費 １４，１１８，１９１千円  

（２） 交際費           ７０千円  

（たな卸資産購入限度額）  

第９条 たな卸資産の購入限度額は、６，１００，０００千円と定める。  

（重要な資産の取得及び処分） 

第１０条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。 

（１） 取得する資産 

種  類  名     称 数  量  

器 械 備 品 医療情報システム １式 

器 械 備 品 血管造影Ｘ線診断装置 １式 

器 械 備 品 内視鏡カメラシステム １式 

 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１３号  

   新潟市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の制定について 

 新潟市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第

１２条の４第３項の内閣府令で定める基準に基づき、一時保護施設の設備及び運営に関

する基準を定めるものとする。 

（最低基準の目的等） 

第２条 この条例で定める基準（以下この条及び次条において「最低基準」という。）は、

一時保護施設に入所している児童が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、

かつ、適切な訓練を受けた職員（児童相談所長及び一時保護施設の管理者を含む。以下

同じ。）の支援により、心身ともに健やかにして、安全な生活を送ることを保障するも

のとする。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

（最低基準と一時保護施設） 

第３条 一時保護施設は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させなけれ

ばならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている一時保護施設においては、最低

基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。  

（一時保護施設の一般原則） 

第４条 一時保護施設は、入所している児童の権利に十分配慮するとともに、一人一人の

-60-



 

人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 一時保護施設は、児童の保護者及び地域社会に対し、当該一時保護施設の運営の内容

を適切に説明するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設は、自らその行う業務の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者に

よる評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

４ 一時保護施設には、法第３３条第１項又は第２項に規定する一時保護の目的を達成す

るために必要な設備を設けなければならない。 

５ 一時保護施設の構造設備は、採光、換気等入所している児童の保健衛生及びこれらの

児童に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

（非常災害対策） 

第５条 一時保護施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必

要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の

注意と訓練をするように努めなければならない。  

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月１回は、これを行

わなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第６条 一時保護施設は、児童の安全の確保を図るため、当該一時保護施設の設備の安全

点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含めた一時保護施設での生活そ

の他の日常生活における安全に関する教育、職員の研修及び訓練その他一時保護施設に

おける安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）

を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 一時保護施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 一時保護施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を

行うものとする。 
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（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条 一時保護施設は、児童の施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移

動のために自動車を運行するときは、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の

所在を確実に把握することができる方法により、児童の所在を確認しなければならない。 

（入所した児童を平等に取り扱う原則） 

第８条 一時保護施設においては、入所している児童の国籍、信条、社会的身分等によっ

て、差別的取扱いをしてはならない。 

（児童の権利擁護） 

第９条 市長又は児童相談所長は、一時保護施設において一時保護を行うに当たっては、

児童に対し、児童の権利、児童の権利を擁護する仕組み、一時保護を行う理由その他必

要な事項について、年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に応じた説明を行わなけ

ればならない。 

２ 一時保護施設においては、入所した児童に対し、その意見又は意向（法第３３条の３

の３に規定する意見聴取等措置において表明された意見又は意向を含む。）を尊重した

支援を行わなければならない。 

（児童の権利の制限） 

第１０条 一時保護施設においては、正当な理由なく、児童の権利を制限してはならない。 

２ 一時保護施設において、前項に規定する正当な理由がある場合に、やむを得ず児童の

権利を制限するに当たっては、その理由について十分な説明を行い、児童の理解を得る

よう努めなければならない。 

（児童の行動の制限） 

第１１条 一時保護施設においては、施錠等により児童の行動を制限してはならない。 

（児童の所持品等） 

第１２条 一時保護施設においては、合理的な理由なく、児童の所持する物の持込みを禁

止してはならない。 
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２ 一時保護施設において、前項に規定する合理的な理由がある場合に、やむを得ず児童

の所持する物の持込みを禁止するに当たっては、その理由について十分な説明を行い、

児童の理解を得た上でこれを行うよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設において、児童の所持する物を保管する場合は、紛失、盗難、毀損等が

生じないような設備に保管しなければならない。  

（虐待等の禁止） 

第１３条 一時保護施設の職員は、入所中の児童に対し、法第３３条の１０各号に掲げる

行為その他当該児童の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（業務継続計画の策定等）  

第１４条 一時保護施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所している児童に対

する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 一時保護施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うよう努めるものとする。 

（設備）  

第１５条 一時保護施設の設備の基準は、次のとおりとする。 

（１） 児童の居室、学習等を行う室、屋内運動場（一時保護施設の付近にある屋内運

動場に代わるべき場所を含む。第８号及び第２８条第２項において同じ。）又は屋外

運動場（一時保護施設の付近にある屋外運動場に代わるべき場所を含む。第８号及び

第２８条第２項において同じ。）、相談室、食堂（ユニット（居室、居室に近接して

設けられる相互に交流を図ることができる設備、浴室及び便所により一体的に構成さ

れる場所であって、その利用定員がおおむね６人以下であるものをいう。以下この条
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並びに第１９条第１項及び第２項において同じ。）を整備し、各ユニットにおいて食

事を提供する場合を除く。）、調理室、浴室及び便所を設けること。 

（２） 児童ができる限り良好な家庭的環境において安全にかつ安心して暮らすことが

できるよう、ユニットを整備するよう努めること。  

（３） 児童の居室は、児童が穏やかに過ごすことができ、安心して暮らすことができ

る環境を整えること。 

（４） 児童の居室の１室の定員は、これを４人以下とし、その面積は、１人につき４．

９５平方メートル以上とすること。ただし、乳児又は幼児のみの居室の１室の定員は、

これを６人以下とし、その面積は、１人につき３．３平方メートル以上とすること。 

（５） 少年（法第４条第１項第３号に規定する少年をいう。次号において同じ。）の

居室の１室の定員は、１人とするよう努めるとともに、その面積は、８平方メートル

以上とするよう努めること。 

（６） 少年であっても、その福祉のために必要があるときは、複数の児童（少年を含

む。以下この号において同じ。）で同一の居室を利用できるよう、複数の児童での利

用が可能な居室を設けること。  

（７） 入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。 

（８） 学習等を行う室及び屋内運動場又は屋外運動場は、児童の人数に応じた必要な

面積を有すること。 

（９） 浴室及び便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童を対

象として設けるときは、この限りでない。 

（１０） 居室、浴室及び便所を設けるに当たっては、入所する児童の年齢、性別、性

的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する

法律（令和５年法律第６８号）第２条第１項に規定する性的指向及び同条第２項に規

定するジェンダーアイデンティティ等に配慮すること。 

（１１） 児童３０人以上を入所させる一時保護施設には、医務室及び静養室を設ける
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こと。 

（１２） 児童の生活の場は、児童のプライバシーの保護に十分に配慮した環境を整え

ること。  

（一時保護施設における職員の一般的要件）  

第１６条 一時保護施設に入所している児童の保護に従事する職員は、健全な心身を有し、

豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童

福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

（一時保護施設の職員の知識及び技能の向上等）  

第１７条 一時保護施設の職員は、常に自己研鑽
さん

に励み、法第３３条第１項又は第２項に

規定する一時保護の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に

努めなければならない。 

２ 市長は、一時保護施設の職員に対し、その資質の向上のために、一時保護施設に入所

している児童の権利の擁護、児童の意見又は意向を尊重した支援の実施その他必要な事

項に関する研修の機会を確保しなければならない。 

（職員）  

第１８条 一時保護施設には、児童指導員（児童の生活指導を行う者をいう。次項及び第

２１条において同じ。）、嘱託医、看護師、保育士、心理療法担当職員、個別対応職員、

学習指導員、栄養士又は管理栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童

１０人以下を入所させる一時保護施設にあっては個別対応職員を、学習指導を委託する

一時保護施設にあっては学習指導員を、児童４０人以下を入所させる一時保護施設にあ

っては栄養士又は管理栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置

かないことができる。 

２ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、満２歳に満たない幼児おおむね１．６人に

つき１人以上、満２歳以上満３歳に満たない幼児おおむね２人につき１人以上、満３歳

以上の児童おおむね３人につき１人以上とする。  
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３ 心理療法担当職員の数は、児童おおむね１０人につき１人以上とする。 

４ 学習指導員の数は、児童の人数に応じた適切な数を置くよう努めなければならない。 

（夜間の職員配置） 

第１９条 一時保護施設（ユニットを整備していないものに限る。）には、夜間、職員２

人以上を置かなければならない。 

２ 一時保護施設（前項に規定するものを除く。）には、夜間、一のユニットごとに職員

１人以上を置かなければならない。ただし、夜間に置かれる職員全体の数は、２人を下

ることはできない。 

３ 一時保護施設において児童相談所の開庁時間以外の時間における法第２５条第１項の

規定による通告に係る対応を行う場合には、一時保護施設には、夜間、前２項に規定す

る職員とは別に、当該対応のために必要な職員を置くよう努めなければならない。  

（一時保護施設の管理者等） 

第２０条 一時保護施設には、人格が高潔で識見が高く、一時保護施設を適切に運営する

能力を有する者を管理者として置かなければならない。 

２ 一時保護施設には、職員の指導及び教育を行う指導教育担当職員を置かなければなら

ない。 

３ 指導教育担当職員は、一時保護施設における業務又は児童相談所における児童の福祉

に係る相談援助業務（法第１３条第３項第３号に規定する相談援助業務をいう。）に通

算しておおむね５年以上従事した経験を有する者でなければならない。 

４ 一時保護施設の管理者及び指導教育担当職員は、２年に１回以上、一時保護施設の運

営に関する必要な知識の習得及びその資質の向上のためのこども家庭庁長官が指定する

者が行う研修又はこれに準ずる研修を受けなければならない。ただし、やむを得ない理

由があるときは、この限りでない。 

（児童指導員の資格） 

第２１条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 
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（１） 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設

を卒業した者（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による専門職大学の前

期課程を修了した者を含む。）  

（２） 社会福祉士の資格を有する者 

（３） 精神保健福祉士の資格を有する者 

（４） 学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。次号において同じ。）におい

て、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当す

る課程を修めて卒業した者 

（５） 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学又は社会

学に関する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第１０２条第２項の

規定により大学院への入学を認められた者 

（６） 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しく

は社会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

（７） 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する

学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者  

（８） 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第

９０条第２項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による１

２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育

を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定し

た者であって、２年以上児童福祉事業に従事したもの 

（９） 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）に規定する幼稚園、小学校、中

学校又は高等学校の教諭の免許状を有する者であって、市長が適当と認めたもの 

（１０） ３年以上児童福祉事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの  

２ 前項第１号の指定は、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）別表に定

める教育内容に適合する学校又は施設について行うものとする。  
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（心理療法担当職員の資格） 

第２２条 心理療法担当職員は、学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。）若し

くは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修

めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以

上の能力を有すると認められる者でなければならない。 

（学習指導員の資格） 

第２３条 学習指導員は、教育職員免許法に規定する小学校、中学校又は高等学校の教諭

の免許状を有する者でなければならない。 

２ 学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第１８条に規定する学齢児童及び学齢生

徒をいう。）を入所させる一時保護施設であって学習指導員を２人以上置くものにあっ

ては、教育職員免許法に規定する小学校の教諭の免許状を有する学習指導員及び教育職

員免許法に規定する中学校の教諭の免許状を有する学習指導員をそれぞれ１人以上置く

よう努めなければならない。 

（他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第２４条 一時保護施設は、他の社会福祉施設を併せて設置するときは、必要に応じ当該

一時保護施設の設備及び職員の一部を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼

ねることができる。 

２ 前項の規定は、入所している児童の居室及び一時保護施設に特有の設備並びに入所し

ている児童の保護に直接従事する職員については、適用しない。  

（衛生管理等） 

第２５条 一時保護施設に入所している児童の使用する設備、食器等又は飲用に供する水

については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 一時保護施設は、当該一時保護施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延

しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなければ
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ならない。 

３ 一時保護施設においては、入所している児童の希望等を勘案し、清潔を維持すること

ができるよう適切に、入所している児童を入浴させ、又は清拭しなければならない。 

４ 一時保護施設は、入所している児童に対し清潔な衣服を提供しなければならない。こ

の場合において、下着は児童の所持する物を使用させ、又は未使用のものを提供しなけ

ればならない。 

５ 一時保護施設には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を

適正に行わなければならない。 

（食事）  

第２６条 一時保護施設において、入所している児童に食事を提供するときは、当該一時

保護施設内で調理する方法（第２４条の規定により、当該一時保護施設の調理室を兼ね

ている他の社会福祉施設の調理室において調理する方法を含む。）により行わなければ

ならない。 

２ 一時保護施設において、入所している児童に食事を提供するときは、その献立は、で

きる限り、変化に富み、入所している児童の健全な発育に必要な栄養量を含有するもの

でなければならない。 

３ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所し

ている児童の身体的状況及び嗜
し

好を考慮したものでなければならない。 

４ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。ただし、少数の

児童を対象として家庭的な環境の下で調理するときは、この限りでない。 

５ 一時保護施設は、児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければ

ならない。 

６ 一時保護施設は、地産地消の観点に基づき、地域で生産された食材を使用し、及び地

域の特色ある食事又は伝統的な食事を提供するよう努めなければならない。 

（入所した児童及び職員の健康状態の把握等） 
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第２７条 児童相談所長は、入所した児童の健康状態を把握するために、当該児童の状況

等に応じ、医師又は歯科医師による診察その他の必要な措置を講じなければならない。  

２ 前項の措置の実施により児童の健康状態を把握した医師又は歯科医師は、その結果必

要な事項を入所した児童の健康を記録する表に記入するとともに、必要に応じ一時保護

の解除及び医療上の措置等必要な手続をとることを、児童相談所長又は市長に勧告しな

ければならない。 

３ 一時保護施設の職員の健康状態の把握に当たっては、特に入所している児童の食事を

調理する者につき、綿密な注意を払わなければならない。 

（養護）  

第２８条 一時保護施設における養護は、児童に対して安定した生活環境を整えるととも

に、生活支援及び教育を行いつつ児童を養育することにより、児童の心身の健やかな成

長を支援することを目的として行わなければならない。 

２ 学習等を行う室、屋内運動場、屋外運動場等における活動は、それらの面積及び利用

する児童数を勘案して、児童の安全が確保されたものでなければならない。 

（生活支援、教育及び親子関係再構築支援等） 

第２９条 一時保護施設における生活支援は、児童の自主性を尊重しつつ、基本的生活習

慣を確立するとともに豊かな人間性及び社会性を養うことができるように行わなければ

ならない。 

２ 一時保護施設における教育は、児童がその適性、能力等に応じた学習を行うことがで

きるよう、適切な相談、助言、情報の提供等の支援により行わなければならない。  

３ 一時保護施設は、学校教育法第１条に規定する学校（幼稚園を除く。）に在籍してい

る児童が適切な教育を受けられるよう、当該児童の希望を尊重しつつ、その置かれてい

る環境その他の事情を勘案し、通学の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

４ 一時保護施設は、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の再構築等が図られるよう、必
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要な支援等を行わなければならない。 

５ 一時保護施設は、児童が適切な支援を受けられるよう、一時保護の解除後も当該解除

を行った児童相談所に必要な協力をするよう努めなければならない。 

（関係機関との連携） 

第３０条 児童相談所長は、児童の通学する学校及び必要に応じ警察、医療機関等関係機

関と密接に連携して児童の支援に当たらなければならない。 

（一時保護施設内部の規程） 

第３１条 一時保護施設においては、次に掲げる事項のうち必要な事項につき規程を設け

なければならない。 

（１） 入所する児童の支援に関する事項 

（２） その他施設の管理についての重要事項 

（一時保護施設に備える帳簿） 

第３２条 一時保護施設には、入所している児童の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備

しておかなければならない。 

（秘密保持等） 

第３３条 一時保護施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はその

家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 市長は、一時保護施設の職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た児

童又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。  

（苦情への対応） 

第３４条 市長は、一時保護施設に入所している児童又はその保護者等からの苦情に迅速

かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を

講じなければならない。 

２ 市長は、前項の必要な措置として、苦情の公正な解決を図るために、苦情の解決に当

たって当該一時保護施設の職員以外の者を関与させなければならない。    

-71-



 

（電磁的記録） 

第３５条 一時保護施設及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

   附 則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （設備に関する経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する一時保護施設（この条例の施行の後に全面的に改築さ

れたものを除く。）に係る設備については、第１５条の規定は適用せず、新潟市児童福

祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例第７７号。次項にお

いて「児童福祉施設設備運営基準条例」という。）第５６条の規定を準用する。                                                   

 （職員及び夜間の職員に関する経過措置） 

３ 一時保護施設の職員の確保の状況その他特別の事由により、一時保護施設の職員の数

及び夜間の職員体制につき、この条例に定める基準により難いときは、当該一時保護施

設は、令和８年３月３１日（次項において「経過措置期限」という。）まで、これによ

らないことができる。この場合においては、児童福祉施設設備運営基準条例第５７条及

び第６４条の規定を準用する。 

４ 市は、一時保護施設の職員の数及び夜間の職員体制につき、創意と工夫を行ってもな

おこの条例に定める基準を満たす職員の確保が著しく困難な事情がある場合であって、

職員の確保に係る計画を策定したときは、経過措置期限を令和１１年３月３１日まで延
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長することができる。 

 （指導教育担当職員に関する経過措置）                                                    

５ 令和８年３月３１日までの間は、第２０条第３項の規定にかかわらず、一時保護施設

には、法第１２条の３第２項第６号に規定する児童福祉司であって、一時保護施設の職

員の指導及び教育を行うために必要な知識及び経験を有する者として児童相談所長が適

当と認めた者を指導教育担当職員として置くことができる。 
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議案第１４号  

   新潟市番号利用法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部改正について 

 新潟市番号利用法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。  

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市番号利用法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の

一部を改正する条例 

 新潟市番号利用法に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成

２７年新潟市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め、同条第３号中「第２条第

１２項」を「第２条第１３項」に改め、同条第４号中「第２条第１４項」を「第２条第１

５項」に改める。 

別表第１のうち１の項中「又は特例給付」を削る。 

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１５号  

   新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例の一部改正について 

 新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。  

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例の一部を改正する条例 

 新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例（平成１６年新潟市条例第９１号）の一部を

次のように改正する。 

 別表第３石の項中「１６０円」を「１７５円」に、「６０円」を「６５円」に、「１２

０円」を「１３０円」に、「３，６１０円」を「３，９４０円」に、「７，２３０円」を

「７，８９５円」に、「７２３円」を「７８９円」に改め、同表砂利の項中「１８０円」

を「１９５円」に改め、同表かき込み砂利の項中「１６０円」を「１７５円」に改め、同

表土砂の項中「１４０円」を「１５０円」に改め、同表その他のものの項を次のように改

める。 

その他のもの その都度市長が定める額 

   附 則  

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２ 改正後の別表第３の規定は、この条例の施行の日以後に徴収すべき採取料について適

用し、同日前に徴収すべき採取料については、なお従前の例による。 
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議案第１６号 

   新潟市給与条例等の一部改正について 

 新潟市給与条例等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市給与条例等の一部を改正する条例 

 （新潟市給与条例の一部改正） 

第１条 新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

第１４条の２第２項第１号中「いう。）。」を「いう。）」に改め、同号ただし書を

削り、同項第３号中「（１箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が５

万５，０００円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い

支給単位期間につき、５万５，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」

を削り、同条第３項中「でその利用が人事委員会規則で定める基準に照らして通勤事情

の改善に相当程度資するものであると認められるもの」を削り、同項第１号を次のよう

に改める。 

（１） 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当 支給単位期間につき、

人事委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給単位期間の通勤に要す

る特別料金等の額に相当する額（以下「特別料金等相当額」という。） 

第１４条の２第４項中「同項の規定」を「新たに俸給表の適用を受ける職員となつた

者のうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、当該適用の直前の住居（当該住居

に相当するものとして人事委員会規則で定める住居を含む。）からの通勤のため、新幹

線鉄道等を利用し、その利用に係る特別料金等を負担することを常例とするもの（任用

の事情等を考慮して人事委員会規則で定める職員に限る。）その他前項の規定」に改め、

同条中第８項を第９項とし、第５項から第７項までを１項ずつ繰り下げ、第４項の次に

次の１項を加える。 
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５ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が２以上ある

場合においては、その合計額）、第２項第２号に定める額及び特別料金等相当額をそ

の支給単位期間の月数で除して得た額（新幹線鉄道等が２以上ある場合においては、

その合計額）の合計額が１５万円を超える職員の通勤手当の額は、前３項の規定にか

かわらず、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につ

き、１５万円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

第１４条の５第３項中「第１項」を「新たに俸給表の適用を受ける職員となつたこと

に伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の人事委員会規則で定めるやむを得ない事情

により、同居していた配偶者と別居することとなつた職員で、当該適用の直前の住居か

ら当該適用の直後に在勤する公署に通勤することが通勤距離等を考慮して人事委員会規

則で定める基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活することを

常況とする職員その他第１項」に改める。 

第２１条の２第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項中「週休日

又は休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間」を「午後１０時から翌日の午前

５時までの間（週休日及び休日等に含まれる時間を除く。）」に、「勤務した」を「勤

務をした」に改め、同条第３項各号列記以外の部分中「定める額」の次に「（前２項に

規定する勤務に従事する時間を考慮して人事委員会規則で定める勤務をした職員にあつ

てはその額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を加え、同項第１号中「（当該勤務

の時間等を考慮して人事委員会規則で定める場合にあつては、その額に１００分の１５

０を乗じて得た額）」を削る。 

第２２条第２項各号列記以外の部分中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２

５」に、「１００分の１０７．５」を「１００分の１０５」に改め、同条第３項を次の

ように改める。 

３ 前項の規定は、定年前再任用短時間勤務職員に対する期末手当の額に適用する。 

第２３条第３項第１号中「１００分の１０７．５」を「１００分の１０５」に、「１
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００分の１２７．５」を「１００分の１２５」に改め、同項第２号中「１００分の５１．

２５」を「１００分の１０５」に、「１００分の６１．２５」を「１００分の１２５」

に改める。 

第２５条中「及び第１４条の４」を削る。 

第３２条第１項ただし書中「及び住居手当」を削る。 

 （新潟市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 新潟市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１６年新潟市条例第１６

４号）の一部を次のように改正する。 

第７条第４項を削り、同条第５項中「、第３項」を「及び前項」に改め、「及び前項

の規定による特定任期付職員業績手当の支給」を削り、同項を同条第４項とする。 

 第９条第１項中「、第２１条及び第２３条」を「及び第２１条」に改め、「、第２２

条」を削り、同条第２項中「及び第２２条第２項」を「、第２２条第２項」に改め、「

第２１条において準用する場合を含む。）」の次に「及び第２３条第３項第１号（新潟

市教育職員給与条例第２２条において準用する場合を含む。）」を加え、「１００分の

１２７．５」を「１００分の１２５」に、「「１００分の１７５」と」を「「１００分

の９５」と、給与条例第２３条第３項第１号中「１００分の１０５」とあるのは「１０

０分の８７．５」と」に改める。 

 （新潟市一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正） 

第３条 新潟市一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１６年新潟市条例第１

６５号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第３項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２５」に、「１００分の

１７５」を「１００分の１７２．５」に改める。 

 （新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第４条 新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年新潟市条例第３２号）

の一部を次のように改正する。 
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 第１６条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２５」に改める。 

 第１７条の２第３項中「１００分の１０７．５」を「１００分の１０５」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 新潟市職員の育児休業等に関する条例（平成４年新潟市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２６条の表第２５条の項中「及び第１４条の４」を削る。 
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議案第１７号  

新潟市教育職員給与条例の一部改正について 

新潟市教育職員給与条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。  

令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市教育職員給与条例の一部を改正する条例 

新潟市教育職員給与条例（昭和３４年新潟市条例第１７号）の一部を次のように改正す

る。 

第２９条中「、第１２条及び第１５条」を「及び第１２条」に改める。 

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 新潟市職員の育児休業等に関する条例（平成４年新潟市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２７条中「、第１２条及び第１５条」を「及び第１２条」に改める。 
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議案第１８号  

   新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例等の一部改正について 

 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例等の一部を改正する条例を次

のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出  

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１条 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３２年新潟市条

例第８４号）の一部を次のように改正する。  

第４条の５第２項中「前項の規定による」を「新たに給料表の適用を受ける職員とな

つたことに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の管理者が定めるやむを得ない事情

により、同居していた配偶者と別居することとなつた職員で、当該適用の直前の住居か

ら当該適用の直後に在勤する事業所に通勤することが通勤距離等を考慮して管理者が定

める基準に照らして困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況と

する職員その他前項の規定による」に、「前項の規定に準じて」を「同項の規定に準じ

て」に改める。 

第９条の２第２項中「勤務する」を「勤務をした」に改め、同条第３項中「週休日又

は休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間」を「午後１０時から翌日の午前５

時までの間（週休日又は休日等に含まれる時間を除く。）」に、「勤務した」を「勤務

をした」に改める。 

第１８条第１項中「、第４条の４」を削る。 

（新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例の一

部改正）  

第２条 新潟市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例 
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（令和４年新潟市条例第３７号）の一部を次のように改正する。  

附則第２項中「、第４条の４」を削る。 

附 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１９号  

   新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例等の一部改正について 

 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例等の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出  

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例等の一部を改正する条例 

 （新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１条 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１９年新潟市条例第

８２号）の一部を次のように改正する。 

第９条第２項中「前項」を「新たに給料表の適用を受ける職員となったことに伴い、

住居を移転し、父母の疾病その他の管理者が定めるやむを得ない事情により、同居して

いた配偶者と別居することとなった職員で、当該適用の直前の住居から当該適用の直後

に在勤する事業所に通勤することが通勤距離等を考慮して管理者が定める基準に照らし

て困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員その他前

項」に改める。 

第１５条第２項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第３項中「週休日又は

休日等以外の日の午前０時から午前５時までの間」を「午後１０時から翌日の午前５時

までの間（週休日又は休日等に含まれる時間を除く。）」に、「勤務した」を「勤務を

した」に改める。 

第２６条第１項中「、第８条」を削る。 

 （新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例の一部改

正） 

第２条 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例（令

和４年新潟市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 
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  附則第２項中「、第８条」を削る。 

   附 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

-84-



 

議案第２０号  

   新潟市旅費条例の一部改正について 

 新潟市旅費条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市旅費条例の一部を改正する条例 

 新潟市旅費条例（昭和３２年新潟市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第７項中「旅行中の夜数に応じ１夜当りの定額又はその実費額」を「宿泊に要す

る費用の実費に相当する額」に改める。 

 第９条中「又は宿泊料」を削る。 

 第１７条第１項を次のように改める。 

  宿泊料の額は、原則として、別表のうち１の表に掲げる区分に応じ、それぞれ同表に

定める宿泊料の額を上限とする。ただし、東京都その他の地域の実情を勘案して規則で

定める地域に宿泊する場合は、国家公務員等の旅費に関する法律施行令（令和６年政令

第３０６号）第９条に規定する財務省令で定める額との権衡を考慮して規則で定める額

を上限とする。 

 第１７条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 職員が宿泊場所を指定された場合及び職員が一の宿泊場所のあつせんを受けた場合（

指定され、又はあつせんを受けた宿泊場所に宿泊しない場合を除く。）であつて、その

宿泊料の額が前項に規定する上限を超えるときは、前項の規定にかかわらず、当該宿泊

料の全額を支給する。 

 第２０条中「宿泊料定額」を「宿泊料上限額」に改める。 

 別表のうち１の表中 

「 宿泊料 

（１夜につき） 」

を 
「 宿泊料の上限額 

（１夜につき） 」

に改める。 
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附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置） 

２ 改正後の新潟市旅費条例の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅行に係る旅

費について適用し、同日前に出発した旅行に係る旅費については、なお従前の例による。 
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議案第２１号 

   新潟市職員退職手当支給条例の一部改正について 

 新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

新潟市職員退職手当支給条例（昭和２８年新潟市条例第５４号）の一部を次のように改

正する。 

第８条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に改め、同条第１４項中「次の各

号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を「雇用保険法第５６条の３第１項第１

号に該当する者に係る就業促進手当について同条第４項の規定により基本手当を支給した

ものとみなされる日数に相当する」に改め、各号を削る。 

附則第３項中「日本電信電話株式会社の職員となり」を「日本電信電話株式会社（日本

電信電話株式会社等に関する法律第１条の２第１項に規定する日本電信電話株式会社をい

う。以下この項において同じ。）の職員となり」に改める。 

附則第５項中「附則第２条第１項」を「附則第２条」に改める。 

附則第９項中「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律附則第２条第１項」

を「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律附則第２条」に改める。 

附則第１０項中「附則別表第１」を「附則別表」に改める。 

附則第１１項中「第３５条」を「第３５条の２」に、「第６３条第２項」を「第５０条

の１０第２項」に改める。 

附則第２０項に見出しとして「（失業者の退職手当に係る給付日数の延長に関する暫定

措置）」を付し、同項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

附則第２１項の前に見出しとして「（定年の引上げに伴う経過措置）」を付する。 

   附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。 

 （１） 次号に掲げる規定以外の規定 公布の日 

（２） 第８条の改正規定及び附則第２０項の改正規定（見出しを加える部分を除く。）

並びに次項の規定 令和７年４月１日 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の新潟市職員退職手当支給条例第８条第１１項（第４号に係る

部分に限り、同条第１５項において準用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退職

した新潟市職員退職手当支給条例第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定によ

り職員とみなされる者を含む。）をいう。以下この項において同じ。）であって前項第

２号に定める日（以下この項において「施行日」という。）以後に安定した職業に就い

た者について適用し、退職職員であって施行日前に職業に就いた者に対する就業促進手

当に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 
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議案第２２号  

新潟市音楽文化会館条例の一部改正について 

新潟市音楽文化会館条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

新潟市音楽文化会館条例の一部を改正する条例 

新潟市音楽文化会館条例（昭和５２年新潟市条例第３９号）の一部を次のように改正す

る。 

別表中備考以外の部分を次のように改める。 

別表（第６条関係） 

                       （単位 円）  

ホール等  

区分 

ホール 大練習室  中練習室  小練習室  

平日 午前 １１，７００ １，８２０ １，４３０ ９１０ 

午後 １９，５００ ３，１２０ ２，２１０ １，４３０ 

夜間 ２７，３００ ４，１６０ ３，１２０ ２，２１０ 

全日 ５３，３００ ８，３２０ ６，２４０ ４，１６０ 

休日・

土曜日 

午前 １６，９００ ２，７３０ ２，２１０ １，３００ 

午後 ２３，４００ ４，５５０ ３，２５０ ２，２１０ 

夜間 ３５，１００ ６，２４０ ４，５５０ ２，８６０ 

全日 ７０，２００ １２，３５０  ９，４９０ ６，２４０ 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年４月を超えない範囲内において規則で定める

日から施行する。ただし、次項及び第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正後の新潟市音楽文化会館条例（以下「新条例」という。）の規定に基づく使用料

の徴収、免除及び還付並びにこれらに関し必要な手続その他の行為は、この条例の施行

の日（以下「施行日」という。）前においても、新条例の規定の例により行うことがで

きる。 

（適用区分） 

３ 施行日前に、施行日以後の新潟市音楽文化会館の利用につき、当該利用の許可を受け

たものから徴収する使用料の額は、新条例に規定する額とする。  
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議案第２３号 

   新潟市市民活動支援センター条例の一部改正について 

 新潟市市民活動支援センター条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市市民活動支援センター条例の一部を改正する条例 

新潟市市民活動支援センター条例（平成１６年新潟市条例第３４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第１条中「新潟市中央区西堀前通６番町８９４番地１」を「新潟市中央区西堀前通６番

町９０５番地」に改める。 

第３条を次のように改める。 

（利用者の範囲） 

第３条 センターを利用することができるものは、市民公益活動を行い、又は行おうとす

るものとする。ただし、市長がセンターを利用することが適当でないと認める場合は、

利用させないことができる。 

第４条から第９条までを削る。 

第１０条中「有料施設利用者及びセンター入館者（以下「利用者等」という。）」を「

センターの入館者」に改め、同条第１号中「持ち込むこと。」を「持ち込む行為」に改め、

同条第２号中「をすること。」を削り、同条第３号を次のように改める。 

（３） 火気の使用 

第１０条第４号中「損傷すること。」を「損傷する行為」に改め、同条第６号中「金品

の寄付募集をすること。」を「金品の寄付募集その他これらに類する行為」に改め、同条

中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

（７） 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害する行為 
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第１０条に次の１項を加える。 

２ 市長は、センターに入館しようとするものが前項各号に掲げる行為をするおそれがあ

ると認められる場合、入館を禁じることができる。 

第１０条を第４条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（許可の条件） 

第５条 市長は、前条第１項ただし書の規定による許可（以下「許可」という。）に、セ

ンターの管理のため必要な範囲において条件を付けることができる。 

第１１条第１項中「利用の許可」を「許可」に改め、同項第１号中「又はこの条例に基

づく規則」を削り、同項第２号中「この条例の規定による」を削り、同条第２項中「利用

者等」を「センターの入館者」に改め、同条を第６条とする。 

第１２条中「利用者等」を「センターの入館者」に改め、同条を第７条とし、第１３条

を第８条とし、第１４条を第９条とする。 

別表を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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議案第２４号  

   新潟市ひまわりクラブ条例の一部改正について 

 新潟市ひまわりクラブ条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市ひまわりクラブ条例の一部を改正する条例 

 新潟市ひまわりクラブ条例（平成５年新潟市条例第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表江南区の項中「新潟市江南区亀田新明町１丁目２番２９号」を「新潟市江南区亀田

新明町１丁目２番１１号」に改める。 

   附 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２５号 

新潟市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例等の一部改正について 

新潟市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例を次

のように制定するものとする。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

新潟市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例 

（新潟市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 新潟市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条

例第７５号）の一部を次のように改正する。 

第１１条第１項及び第１０項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

附則第６条第１項ただし書中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加え、同項

第５号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第９項中「栄養士」の次に

「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関す

る条例の一部改正） 

第２条 新潟市救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に

関する条例（平成２４年新潟市条例第７６号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項第６号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

第２１条第２項中「当該入所者の」を「その」に、「、若しくは」を「又は」に改め、

同条に次の１項を加える。  

６ 救護施設は、入所者の自立支援を行うため、入所者の意向を踏まえ、各入所者ごと

に個別支援計画を作成しなければならない。 

第２５条第１項第６号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

第２６条第１項中「更生計画を」を「個別支援計画を」に、「当該更生計画」を「こ
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れ」に改め、同条第２項中「第２項」の次に「及び第６項」を加える。 

第２７条第１項中「更生計画」を「個別支援計画」に改める。 

（新潟市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一

部改正）  

第３条 新潟市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例

（平成２４年新潟市条例第８０号）の一部を次のように改正する。 

第８８条第４項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 新潟市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２４

年新潟市条例第８１号）の一部を次のように改正する。 

第３８条第５項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第５条 新潟市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新

潟市条例第８２号）の一部を次のように改正する。 

第４５条第４項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第６条 新潟市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条

例第８５号）の一部を次のように改正する。 

第３０条第５項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第７条 新潟市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条

例第８６号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第１２項各号列

記以外の部分及び同項第１号から第３号までの規定中「栄養士」の次に「若しくは管理

栄養士」を加え、同項第４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 
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（新潟市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第８条 新潟市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟

市条例第８７号）の一部を次のように改正する。  

  第１１条第１項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

第４５条第１項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第９項各号列記

以外の部分及び同項第１号から第３号までの規定中「栄養士」の次に「若しくは管理栄

養士」を加え、同項第４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第１２

項中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加える。 

（新潟市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

第９条 新潟市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年新潟市条例第８８号）の一部を次のように改正する。 

第１４８条第１項、第１８３条第１項並びに第１９０条第１項第１号、第２号及び第

４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一

部改正）  

第１０条 新潟市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条

例（平成２４年新潟市条例第８９号）の一部を次のように改正する。 

第１５３条第１３項中「事業所の生活相談員、栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」

を加える。 

（新潟市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例の一部改正） 

第１１条 新潟市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例（平成２

４年新潟市条例第９２号）の一部を次のように改正する。 
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第１３０条第１項、第１６７条第１項並びに第１７４条第１項第１号、第２号及び第

４号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１２条 新潟市女性自立支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（令和６年新潟市

条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項第３号中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加える。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２６号  

   新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部改正について 

 新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例 

（新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例

第７７号）の一部を次のように改正する。 

第２８条第１項及び第５７条第１項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

第６７条第１項中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加え、同条第４項ただし書

中「入所させる施設にあって栄養士」を「入所させる施設にあっては栄養士又は管理栄

養士」に、「委託する施設にあって」を「委託する施設にあっては」に改め、同条第１

２項ただし書中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。  

第８１条第１項、第９１条第１項及び第９９条第１項中「栄養士」の次に「又は管理

栄養士」を加える。 

（新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部

改正） 

第２条 新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（

平成２４年新潟市条例第７８号）の一部を次のように改正する。  

第７条第１項ただし書、同項第３号及び同条第７項ただし書中「栄養士」の次に

「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 
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第３条 新潟市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年新潟市条例第７９号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項ただし書、同項第４号及び同条第４項ただし書中「栄養士」の次に「又

は管理栄養士」を加える。 

（新潟市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条

例の一部改正） 

第４条 新潟市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関す

る条例（平成２６年新潟市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３条中「１０年間」を「１２年間」に改める。 

  附則第４条第３項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

（新潟市認定こども園の認定要件等に関する条例の一部改正） 

第５条 新潟市認定こども園の認定要件等に関する条例（平成３０年新潟市条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

第７条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第４条中新潟市幼保連携型認定

こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例附則第３条の改正規定は、

公布の日から施行する。 
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議案第２７号  

   新潟市旅館業法施行条例及び新潟市公衆浴場法施行条例の一部改正について 

 新潟市旅館業法施行条例及び新潟市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市旅館業法施行条例及び新潟市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 

 （新潟市旅館業法施行条例の一部改正） 

第１条 新潟市旅館業法施行条例（平成２４年新潟市条例第８号）の一部を次のように改

正する。  

  第４条第１項第３号エ（エ）ａ（ｃ）中「大腸菌群」を「大腸菌」に改める。 

 （新潟市公衆浴場法施行条例の一部改正） 

第２条 新潟市公衆浴場法施行条例（平成２４年新潟市条例第９号）の一部を次のように

改正する。 

  第４条第２項第４号ウ（ウ）中「大腸菌群」を「大腸菌」に改める。  

   附 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第２８号  

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に

ついて 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように制

定するものとする。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

  第１編 関係条例の一部改正  

（新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 新潟市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和２６年新潟市条例第

６７号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第２条 新潟市職員退職手当支給条例（昭和２８年新潟市条例第５４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１１条第１項第１号及び第５項第２号、第１２条の見出し及び同条第１項第１号、

第１３条第１項第１号並びに第１５条第４項中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市吏員恩給条例の一部改正） 

第３条 新潟市吏員恩給条例（昭和３０年新潟市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

第６条第１項第２号中「懲役若しくは禁こ
・

の刑」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中

「禁こ」を「拘禁刑」に改める。 

第７条第２号中「禁こ」を「拘禁刑」に改める。 

第８条中「懲役若しくは禁この刑」を「拘禁刑」に改める。 
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第１１条第３号中「禁こ」を「拘禁刑」に改める。  

附則第１５条第１項中「禁錮以上の刑」を「拘禁刑以上の刑」に、「懲役又は禁錮の

刑」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市職員退職年金等支給条例の一部改正） 

第４条 新潟市職員退職年金等支給条例（昭和３０年新潟市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第３２条中「禁こ」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市給与条例の一部改正）  

第５条 新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

第２２条の２第３号及び第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

第２２条の３第１項第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改め、同条第３項第１号中「禁

錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市表彰条例の一部改正）  

第６条 新潟市表彰条例（昭和３８年新潟市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１号中「懲役又は禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第７条 新潟市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年新潟市条

例第８号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市特別職の職員の退職手当支給条例の一部改正） 

第８条 新潟市特別職の職員の退職手当支給条例（昭和４７年新潟市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

第６条第２号、第７条第１項第１号ア及びイ、第８条の見出し及び同条第１項第１号、

第９条第１項第１号並びに第１１条第４項中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例の一部改正）  
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第９条 新潟市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例（昭和６０年新潟市条例第３４

号）の一部を次のように改正する。 

第１６条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市屋外広告物条例の一部改正） 

第１０条 新潟市屋外広告物条例（平成７年新潟市条例第５９号）の一部を次のように改

正する。  

第３０条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市生活環境の保全等に関する条例の一部改正） 

第１１条 新潟市生活環境の保全等に関する条例（平成９年新潟市条例第４７号）の一部

を次のように改正する。 

第８６条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市産業廃棄物等の適正な処理の促進に関する条例の一部改正） 

第１２条 新潟市産業廃棄物等の適正な処理の促進に関する条例（平成１７年新潟市条例

第１５１号）の一部を次のように改正する。 

第３３条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市心身障害者扶養共済制度条例の一部改正） 

第１３条 新潟市心身障害者扶養共済制度条例（平成１８年新潟市条例第８４号）の一部

を次のように改正する。 

第１２条第２号中「懲役又は禁固の刑」を「拘禁刑」に改める。 

（新潟市中央卸売市場業務条例の一部改正） 

第１４条 新潟市中央卸売市場業務条例（令和２年新潟市条例第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条第５項第３号イ、第１７条第５項第２号、第２５条第４項第２号及び第３９条

第３項第２号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。  

（新潟市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 
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第１５条 新潟市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年新潟市条例第４号）の

一部を次のように改正する。 

附則第３条第３項から第６項までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

 （新潟市議会の個人情報の保護に関する条例の一部改正） 

第１６条 新潟市議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年新潟市条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

第５３条から第５５条までの規定中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

  第２編 経過措置 

   第１章 通則 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第１７条 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によるこ

ととされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例に

よることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の

規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」と

いう。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下

この項において同じ。）又は旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）

（有期のものに限る。以下この項において同じ。）が含まれるときは、当該刑のうち懲

役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑とする。 

（人の資格に関する経過措置） 

第１８条 拘禁刑に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によることと

され、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例による

こととされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた

者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁
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錮に処せられた者とみなす。 

第２章 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等に伴う経過措      

    置 

（新潟市職員退職手当支給条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１９条 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整

理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例（以下これらを「刑法等一

部改正法等」という。）の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の新潟市職員退職手当支給

条例第１１条第１項及び第５項、第１２条第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに

第１５条第４項並びに新潟市職員退職手当支給条例第１５条第３項の規定の適用につい

ては、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

（新潟市給与条例の一部改正に伴う経過措置） 

第２０条 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定めら

れている罪につき起訴をされた者は、第５条の規定による改正後の新潟市給与条例第２

２条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第１号に係る部分に限

る。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみ

なす。 

   第３章 その他 

 （経過措置の規則への委任） 

第２１条 この編に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過措置

は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、刑法等一部改正法の施行の日から施行する。 
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議案第２９号  

   新潟市ラブホテル建築等規制条例の一部改正について 

 新潟市ラブホテル建築等規制条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一   

   新潟市ラブホテル建築等規制条例の一部を改正する条例 

 新潟市ラブホテル建築等規制条例（昭和５９年新潟市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

 第８条中「第３条第１項」を「第３条第２項」に改める。 

第９条第１項中「第３条の規定による届出」を「第３条の規定による申出」に改め、同

条第２項中「第３条第１項」を「第３条第２項」に改める。 

第１２条第１号中「第３条第１項」を「第３条第２項」に改める。 

第１３条第１項中「懲役」を「拘禁刑」に改め、同条第２項第１号中「第３条第１項」

を「第３条第２項の規定による申出をせず、又は虚偽の申出をした者」に改める。 

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 （１） 次号に掲げる規定以外の規定 公布の日  

 （２） 第１３条第１項の改正規定（「懲役」を「拘禁刑」に改める部分に限る。）  

  刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行の日 

 （経過措置） 

２ 前項第２号に掲げる規定の施行の日前にした行為の処罰については、なお従前の例に

よる。 
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議案第３０号  

   新潟市漁港管理条例及び新潟市風致地区条例の一部改正について 

 新潟市漁港管理条例及び新潟市風致地区条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市漁港管理条例及び新潟市風致地区条例の一部を改正する条例 

 （新潟市漁港管理条例の一部改正） 

第１条 新潟市漁港管理条例（昭和４５年新潟市条例第４７号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改める。 

第２条第３項中「又は占有者」を「若しくは占有者」に改める。 

第５条及び第６条を次のように改める。 

第５条及び第６条 削除 

第１２条第１項前段中「甲種漁港施設を」を「甲種漁港施設（水域施設を除く。）を」

に、「当該甲種漁港施設」を「当該施設」に改め、同条第２項各号列記以外の部分中「、

甲種漁港施設」の次に「（水域施設を除く。）」を加え、「当該甲種漁港施設」を「当

該施設」に改め、同条第５項中「１年」を「１０年」に改める。 

第１３条第１項中「甲種漁港施設」の次に「（水域施設を除く。）」を加え、「別表」

を「別表第１」に改め、同条第２項本文を次のように改める。 

使用料等は、市長の発行する納入通知書により指定期日までに納入しなければなら

ない。 

第１３条第４項ただし書中「利用者の責に」を「利用者の責めに」に改め、同項を同

条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 許可期間が翌年度以降にわたる場合における翌年度以降の使用料等については、当 
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該年度分をその年度の始めに徴収する。 

第１３条の次に次の１条を加える。 

（土砂採取料等） 

第１３条の２ 漁港の区域内の水域（市以外の者がその権原に基づき管理する土地に係

る水域を除く。）及び公共空地について法第３９条第１項の規定による採取若しくは

占用の許可を受けた者又は法第４３条第４項に規定する認定計画実施者（法第４４条

第１項に規定する認定計画において法第４２条第２項第２号及び第３号に掲げる事項

（水面又は土地の占用に係るものに限る。）又は法第５０条第１項各号に掲げる事項

を定めた者に限る。）からは、別表第２に掲げる土砂採取料又は占用料（以下「土砂

採取料等」という。）を徴収する。ただし、法第３９条第４項に規定する者について

は、この限りではない。 

２ 前項の規定による土砂採取料等の徴収については、前条第２項から第５項までの規

定を準用する。 

第１４条中「甲種漁港施設又は当該甲種漁港施設に定着する工作物を」を削る。 

第１８条第１号中「第５条第１項又は」を削り、同条第３号中「第５条第１項の承認

又は」を削る。 

第１９条第１項中「第５条第１項の承認又は」を削る。 

第２０条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第５号までを１号ずつ繰

り上げる。 

第２２条を第２３条とし、第２１条の次に次の１条を加える。 

  （過怠金） 

第２２条 偽りその他不正の行為により土砂採取料等の徴収を免れた者からは、その徴

収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過怠金を徴収する。 

別表のうち２の表備考に次のように加える。 

４ 期間が１月未満の占用料の額は、それぞれ算出した額に、１．１を乗じて得た 
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額とする。 

  別表を別表第１とし、同表の次に次の１表を加える。 

別表第２（第１３条の２関係） 

区分 土砂採取料等の額（円） 

土砂採取料 新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例（平成１６年

新潟市条例第９１号）別表第３の規定を準用する額 

水面占用料 新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例別表第２の規

定を準用する額 

土地占用料 新潟市法定外公共物の取扱いに関する条例別表第１の規

定を準用する額 

備考 

１ 期間が１月未満の水面占用料又は土地占用料の額は、それぞれ算出した額に、

１．１を乗じて得た額とする。 

   ２ 水域内の底地を含めた水面の占用の場合は、土地占用料の区分を適用し、占用

料の額を算出する。 

（新潟市風致地区条例の一部改正） 

第２条 新潟市風致地区条例（平成１６年新潟市条例第９３号）の一部を次のように改正

する。 

別表第１中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３１号  

   新潟市水道法施行条例の一部改正について 

 新潟市水道法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

   新潟市水道法施行条例の一部を改正する条例 

 新潟市水道法施行条例（平成２４年新潟市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

 第３条及び第４条を次のように改める。 

 （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項の条例で定める資格は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。以下同

じ。）において土木工学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、３年以上水

道、工業用水道、下水道、道路又は河川（以下この条において「水道等」という。）

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（１年６月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（２） 学校教育法による大学において機械工学科若しくは電気工学科又はこれらに相

当する課程を修めて卒業した後、４年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経

験を有する者（２年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限

る。） 

（３） 学校教育法による短期大学（専門職大学前期課程（同法による専門職大学の前

期課程をいう。以下同じ。）を含む。）若しくは高等専門学校（次号において「短期

大学等」という。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（専

門職大学前期課程にあっては、修了した後。次号において同じ。）、５年以上水道等

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（２年６月以上水道に関する技術上

の実務に従事した経験を有する者に限る。） 
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（４） 短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した後、６年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（５） 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校（次号において「高等学校等」

という。）において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以上水

道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（３年６月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（６） 高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した後、８年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（４年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（７） １０年以上水道等の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（５

年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（８） 第１号又は第２号の卒業者であって、学校教育法に基づく大学院研究科におい

て１年以上衛生工学若しくは水道工学に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科

において衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第１号の卒業者にあ

っては２年以上、第２号の卒業者にあっては３年以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（第１号の卒業者にあっては１年以上、第２号の卒業者にあ

っては１年６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（９） 外国の学校において、第１号から第６号までに規定する課程に相当する課程を、

それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、そ

れぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道等に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者（それぞれ当該各号に規定する水道等の最低経験年数の２分の１以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（１０） 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定による第２次試験

のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択した
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ものに限る。）であって、１年以上水道等に関する技術上の実務に従事した経験を有

する者（６月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

（１１） 建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３７条第１項及び第２項の

規定による土木施工管理に係る一級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道

等に関する技術上の実務に従事した経験を有する者（１年６月以上水道に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者に限る。） 

 （水道技術管理者の資格） 

第４条 法第１９条第３項の条例で定める資格は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若しくは土

木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（専門職大学前期課程にあっては、

修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒業した者については３年以上、同条第

３号に規定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程にあっては、修了した者）に

ついては５年以上、同条第５号に規定する学校を卒業した者については７年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（２） 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において、工学、理学、農学、

医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当する課程（土木工学科及び土木科並びにこ

れらに相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（専門職大学前期課程にあっては、

修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒業した者については４年以上、同条第

３号に規定する学校を卒業した者（専門職大学前期課程にあっては、修了した者）に

ついては６年以上、同条第５号に規定する学校を卒業した者については８年以上水道

に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（３） １０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（４） 前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において、工学、理学、農学、

医学及び薬学に関する課程並びにこれらに相当する課程以外の課程を修めて卒業した

（当該課程を修めて専門職大学前期課程を修了した場合を含む。）後、同条第１号に
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規定する学校の卒業者については５年以上、同条第３号に規定する学校の卒業者（専

門職大学前期課程の修了者を含む。次号において同じ。）については７年以上、同条

第５号に規定する学校の卒業者については９年以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者 

（５） 外国の学校において、第１号若しくは第２号に規定する課程又は前号に規定す

る課程に相当する課程を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と

同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（６） 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の

課程を修了した者 

（７） 技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した

者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択したものに限る。）であって、１年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（８） 建設業法施行令第３７条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る一

級の技術検定に合格した者であって、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した

経験を有する者 

   附 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３２号 

   新潟市及び阿賀町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約の変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第４項の規定により、新潟市及

び阿賀町における連携中枢都市圏形成に係る連携協約を次のとおり変更するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市及び阿賀町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約の一部を変更する

協約 

新潟市及び阿賀町における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約の一部を次のとおり

変更する。 

別表のうち、３（１）及び（２）の表を次のように改める。 

 （１） 生活機能の強化に係る政策分野 

取組 甲の役割 乙の役割 

福祉 少子高齢社会に対応し

た福祉サービスの充実

に取り組む。 

乙と連携して、福

祉の充実に取り組

む。 

甲と連携して、福

祉の充実に取り組

む。 

教育・文化・ス

ポーツ 

公共施設の相互利用等

による教育・文化・ス

ポーツの振興に取り組

む。 

乙と連携して、教

育・文化・スポー

ツの振興に取り組

む。 

甲と連携して、教

育・文化・スポー

ツの振興に取り組

む。 

地域振興 地域の観光資源の開発 

や商店街の活性化等に

取り組む。 

乙と連携して、地

域 振 興 に 取 り 組

む。 

甲と連携して、地

域 振 興 に取 り 組

む。 

災害対策 災害時の連携体制の構 乙と連携して、災 甲と連携して、災

-114-



 

築や防災・減災施策の

推進に取り組む。 

害 対 策 に 取 り 組

む。 

害 対 策 に取 り 組

む。 

 （２） 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

取組 甲の役割 乙の役割 

地域公共交通 地域公共交通ネットワ

ークの確保や利便性向

上に取り組む。 

乙と連携して、地

域公共交通の充実

に取り組む。 

甲と連携して、地

域公共交通の充実

に取り組む。 

地域内外の住民

との交流・移住

促進 

圏域の魅力の効果的な

発信等により、東京圏

等からの移住・定住の

促進に取り組む。 

乙と連携して、移

住・定住の促進に

取り組む。 

甲と連携して、移

住・定住の促進に

取り組む。 

附 則 

この連携協約は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第３３号  

市道路線の認定及び廃止について 

次のとおり市道路線の認定及び廃止をするものとする。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 認定する路線 

図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地  
終     点 

１ 
北３－ 

１３１号線 

新潟市北区新元島町 4000 番 126 地先 新潟市北区新元島町 4000

番 135 地先 新潟市北区新元島町 4000 番 144 地先 

２ 
豊栄１－ 

４５５号線 

新潟市北区葛塚字南川岸 5008 番地先 新潟市北区葛塚字南川岸

5023 番地先 新潟市北区葛塚字南川岸 5027 番地先 

３ 
東３－ 

６８５号線 

新潟市東区中木戸 355 番 54 地先 新潟市東区中木戸 288 番

3 地先 新潟市東区中木戸 355 番 38 地先 

４ 
東３－ 

６８６号線 

新潟市東区松崎一丁目 60 番 18 地先 新潟市東区松崎一丁目 

60 番 20 地先 新潟市東区松崎一丁目 60 番 1 地先 

５ 
南７－ 

４３３号線 

新潟市江南区曽川字下割乙 264 番 1 地先 新潟市江南区曽川字下割

乙 265 番 3 地先 新潟市江南区曽川字下割乙 148 番 6 地先 

５ 
南７－ 

４３４号線 

新潟市江南区曽川字下割乙 152 番 1 地先 新潟市江南区曽川字下割

乙 150 番 5 地先 新潟市江南区曽川字下割乙 148 番 4 地先 

５ 
南７－ 

４３５号線 

新潟市江南区曽川字下割乙 264 番 1 地先 新潟市江南区曽川字下割

乙 264 番 1 地先 新潟市江南区曽川字下割乙 264 番 1 地先 

６ 
西２－ 

３１０号線 

新潟市西区五十嵐一の町 6764 番 68 地先 新潟市西区五十嵐一の町

6764 番 71 地先 新潟市西区五十嵐一の町 6769 番 18 地先 

６ 
西４－ 

２０４号線 

新潟市西区坂井字村上 756 番 6 地先 新潟市西区坂井字村 上

762 番 1 地先 新潟市西区坂井 3954 番地先 
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図 

面 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

７ 
西５－ 

２８６号線 

新潟市西区小針一丁目 1139 番 11 地先 新潟市西区小針一丁 目

1139 番 118 地先 新潟市西区小針一丁目 1139 番 114 地先 

７ 
西５－ 

２８７号線 

新潟市西区小針一丁目 1139 番 6 地先 新潟市西区小針一丁目

1139 番 6 地先 新潟市西区小針一丁目 1139 番 6 地先 

７ 
西５－ 

２８８号線 

新潟市西区小針一丁目 1139 番 58 地先 新潟市西区小針一丁 目

1139 番 52 地先 新潟市西区小針一丁目 1139 番 47 地先 

７ 
西５－ 

２８９号線 

新潟市西区小針一丁目 1139 番 79 地先 新潟市西区小針一丁 目

1139 番 73 地先 新潟市西区小針一丁目 1139 番 70 地先 

８ 
西５－ 

２９０号線 

新潟市西区坂井東一丁目 2664 番 1 地先 新潟市西区坂井東一丁目

2688 番 1 地先 新潟市西区坂井東一丁目 2688 番 7 地先 

９ 
西７－ 

１７３号線 

新潟市西区小新流通東 8 番地先 新潟市西区小新流通東 

7 番地先 新潟市西区小新流通東 7 番地先 

９ 
西７－ 

１７４号線 

新潟市西区小新流通東 7 番地先 新潟市西区小新流通東 

6 番地先 新潟市西区小新流通東 2 番地先 

９ 
西７－ 

１７５号線 

新潟市西区流通センター一丁目 8 番地先 新潟市西区小新流通東 

15 番地先 新潟市西区小新流通東 10 番地先 

１０ 
岩室１－ 

５４８号線 

新潟市西蒲区和納字三田 2466 番 3 地先 新潟市西蒲区和納字三田

2466 番 8 地先 新潟市西蒲区和納字三田 2466 番 12 地先 

１１ 巻１－６号線 
新潟市西蒲区山島 6018 番 2 地先 新潟市西蒲区山島 6018 番

2 地先 新潟市西蒲区山島 6018 番 2 地先 

１１ 巻１－４６号線 
新潟市西蒲区巻東町 1736 番地先 新潟市西蒲区巻東町 1736

番地先 新潟市西蒲区巻東町 1737 番地先 

１１ 巻１－６０号線 
新潟市西蒲区漆山字四十歩割 8493 番 1 地先 新潟市西蒲区漆山字四十

歩割 8777 番 1 地先 新潟市西蒲区山島 6011 番地先 
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図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１１ 
巻１－ 

４７８号線 

新潟市西蒲区山島 6003 番地先 新潟市西蒲区山島 6001 番

地先 新潟市西蒲区山島字居掛 36 番地先 

１１ 
巻１－ 

４７９号線 

新潟市西蒲区漆山字上田 9291 番地先 新潟市西蒲区漆山字上田

9221 番地先 新潟市西蒲区山島 6025 番地先 

１１ 
巻１－ 

４８０号線 

新潟市西蒲区山島 6025 番地先 新潟市西蒲区山島 6025 番

地先 新潟市西蒲区柿島 3507 番地先 

１２ 
西川２－ 

３５４号線 

新潟市西蒲区貝柄字貝柄 467 番 1 地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄

464 番 1 地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄 462 番 1 地先 

１２ 
西川２－ 

３６２号線 

新潟市西蒲区貝柄字貝柄 745 番 1 地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄

730 番地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄 697 番地先 

１２ 
西川２－ 

３８４号線 

新潟市西蒲区貝柄字貝柄 452 番 1 地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄

441 番地先 新潟市西蒲区升潟字袋ヶ島 5654 番 1 地先 
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２ 廃止する路線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図面 

番号 

路 線 名 
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１３ 
豊栄１－ 

４５５号線 

新潟市北区葛塚字南川岸 5039 番 県道新発田豊栄線 

新井郷川 新潟市北区川西一丁目 1925 番 1 

１４ 巻１－６号線 
新潟市西蒲区漆山 8915 番 2 地先 新潟市西蒲区漆山 856番 2

地先 新潟市西蒲区漆山 856 番 2 地先 

１４ 巻１－４６号線 
新潟市西蒲区巻東町 1133 番地先 新潟市西蒲区漆山 674 番

地先 新潟市西蒲区漆山 674 番地先 

１４ 巻１－６０号線 
新潟市西蒲区漆山 8798 番地先 新潟市西蒲区山島 423 番

地先 新潟市西蒲区山島 423 番地先 

１５ 
西川２－ 

３５４号線 

新潟市西蒲区貝柄字貝柄 467 番 1 地先 新潟市西蒲区升潟字袋ヶ

島 5654 番 1 地先 新潟市西蒲区升潟字袋ヶ島 5654 番 1 地先 

１５ 
西川２－ 

３６２号線 

新潟市西蒲区貝柄字貝柄 585 番 1 地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄

693 番地先 新潟市西蒲区貝柄字貝柄 693 番地先 
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７ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西５－２８６号線
②西５ー２８７号線
③西５－２８８号線
④西５－２８９号線

小針中

済生会新潟病院

信濃川

東青山小

西川

④

③②

①

小針小





９ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西７－１７３号線
②西７ー１７４号線
③西７－１７５号線

国道１１６号

小新中

北陸自動車道

北場公民館

③

②

①

新潟県警察学校







１２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西川２－３５４号線
②西川２－３６２号線
③西川２－３８４号線

新潟燕線

新川

新潟中央環状線 ③

②
①

新潟中央環状線

北陸自動車道







１５ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西川２－３５４号線
②西川２－３６２号線

新潟燕線

新川

新潟中央環状線

②
①

新潟中央環状線

北陸自動車道



 

議案第３４号 

   教育委員会委員の選任について 

 次の者を教育委員会委員に選任したいので、議会の同意を得たい。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

   

髙𣘺 誠一 

和田 有子 
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議案第３５号 

   農業委員会委員の選任について 

 次の者を農業委員会委員に選任したいので、議会の同意を得たい。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

   

田村 良雄 

若林 清廣  

成田 誠一 

山岸 信一 

田中  さとみ 

虎澤 栄三 

佐藤  一 

塩原 信子 

髙橋 潤一 

野澤 栄 

平原 大悟 

江端 美春 

大嶋 喜 

草野 伸一 

増井 勝 

間宮 一 

吉田 浩 

本田 敏明 

長井 範親 
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保科 豊秋 

帶瀬 和幸 

樋口 智 

丸山 和秀 

髙橋 仁 
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議案第３６号 

   土地利用審査会委員の選任について 

 次の者を土地利用審査会委員に選任したいので、議会の同意を得たい。 

令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

   

福井 万理子 

本間 禎子 

林 八寿子  

岩瀬 昭雄 

青山 浩子 

小田 稔 

根岸 睦人 
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議案第３７号  

   包括外部監査契約の締結について 

 次のとおり包括外部監査契約を締結するものとする。 

  令和７年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 契約の目的 

  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契約の始期 

  令和７年４月１日 

３ 契約の金額 

  １５，０００，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法 

  契約の定めるところによる 

５ 契約の相手方 

  住所 新潟市中央区南出来島１丁目１０番１８号６ 

  氏名 植木 謙治 

  資格 公認会計士 
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